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交通文化心理学の萌芽
―交通の窓から俯瞰する21世紀異文化共生社会の兆し―
所　　　正　文（立正大学心理学部）
The Awakening of Traffic Cultural Psychology: 
The New World of the 21st Century as Seen from Traffic’s Window
Masabumi TOKORO（Faculty of Psychology）
１ ．交通心理学に対する文化心理学的視点
１－１．交通心理学の研究目的と文化心理学的視点を導
入する意義
　交通心理学の存在理由は、人間行動の視点から交通
事故のメカニズムを明らかにし、交通安全教育、道路
環境整備、および安全車両設計などの交通事故対策へ
と結びつけることにある。研究分野の特色としては、
心理学を中核としつつも教育学、工学、法学、そして
政策科学などの知見を援用した学際的分野であること、
加えて目に見える形で交通事故対策に貢献することが
求められるといった実践的分野であることの ２ 点があ
げられる。
　基礎心理学が行動メカニズムの究明を重要な研究課
題にしていることに対して、応用心理学では生活者の
QOL を高めていくことを研究目的に据え、日々の生活
の中で生ずる問題の解決に取り組んでいることが特筆
される。応用心理学の一分野とされる交通心理学も交
通事故対策への貢献を最大のリサーチ ・ クェスチョン
としていることを強調したい。
　人間に共通する普遍的な原理の解明を目指している
基礎心理学では、「実験参加者（participants）は人間
ならば誰でもよい」という考え方が採られることも少
なくない。交通心理学においても基礎心理学的観点か
らのアプローチを重視する研究者はこうした実験参加
者集めをすることも少なくはない。
　しかし、一般に交通心理学では実験参加者を取り巻
く周辺要因も重要な分析要因となるため、人間なら誰
でも良いといった荒っぽい方法で実験参加者集めをす
ることはない。交通環境、延いてはそれを支える文化
的要因がドライバーの行動に影響を及ぼしている海外
の事例を紹介したい。
　図 １ は、「信号無視による車両進入防止ポール」であ
る。右に見える信号が赤色になっているため、車は止
まらなければならない。しかし、赤信号であっても停
止しない車は後を絶たない。それを阻止する役割を果
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たすのが、道路と写真奥に見えるロータリーとの境界
に立つ ２ 本のポールである。 ２ 本のポールは信号が赤
色に変わると素早く路面から竹の子のように伸び上が
り、赤信号を強行突破しようとする車を実力阻止する。
すなわち、信号無視の車は鋼鉄のポールにぶつかり自
車を損傷することになる。そして、信号が青色に変わ
ると一瞬のうちに、今度は路面の中にしまい込まれる。
赤色は停止、青色は進行可という万国共通の交通規則
をすべてのドライバーが遵守すれば、このようなコス
トのかかる道路施設は必要ないが、守らないドライバー
も少なからず存在するため、こうしたものが必要にな
る。ちなみに、図 １ はイギリスが世界に誇る１6世紀の
文豪シェークスピアの生地、ストラットフォード ・ ア
ポン ・ エイボン（Stratford-upon-avon）において私が
撮影したものである。この地には多くの観光客が外国
からも訪れるため、こうした道路施設が特別に設置さ
れている（所，２007）。
　リスクマネジメントは、交通規則を守らない人によっ
てもたらされる危険を阻止する上で不可欠であり、と
りわけ高齢者や子どもの安全確保において大変重要と
なる。緻密なリスクマネジメントに基づいて設計され
た道路環境では、信号無視や信号の変わり目に加速し
て交差点を強行突破するドライバーはいないはずであ
る。すなわち、道路環境がドライバー行動に影響を及
ぼしているわけであり、さらに言えば、イギリス交通
行政のリスクマネジメントに対する優れた取り組み姿
勢がドライバー行動を変容させている。
　この点に日本とイギリスとの交通安全対策に関する
文化差が見て取れる。ミクロレベルの人間行動の分析
に多くの交通心理学研究者が腐心しているが、文化差
を背景とした環境要因が人間行動にもたらす影響を決
して看過できない。したがって、交通心理学研究にお
いても文化心理学的視点を導入する意義が十分に見い
だせる。
１－2．高齢ドライバー研究に関する文化心理学的視点
　⑴　日本の場合
　世界でも類を見ない超高齢社会を迎えている日本で
は、高齢ドライバー激増時代となることは避けられず、
すでに高齢ドライバーと交通事故の問題は、深刻な社
会問題の一つになっている。そして、この問題は単に
交通事故の問題に留まらず、２１世紀のクルマ社会のあ
り方、高齢者福祉とも密接に関わっている。
　２１世紀のクルマ社会は根本的な見直しを迫られてお
り、車を運転する人々の交通安全ばかりではなく、車
を運転しない人、さらには車の運転を断念した人々の
ためのモビリティーシステムの検討も交通心理学研究
の守備範囲に含まれてきている。
　高齢者の運転免許保有率は、過去30年間において大
きく上昇し、２0１0年には70歳代前半の保有率は53.3％
まで上昇し、男性の場合、実に ８ 割に達している（図
２ ）。そして、２１世紀の ４ 半世紀が経過する頃には、ほ
図 １　車両進入防止ポール
（英国，ストラットフォード ・ アポン ・ エイボン）
 〈筆者撮影〉
図 2　高齢ドライバー急増の見通し
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ぼすべての男女が高齢ドライバーになりうる。すなわ
ち、今後２0年以内に男女を問わず大半の高齢者が車を
運転する時代になることが確実視され、これは画期的
な社会変革と言える。しかし、それによって新たな問
題が発生することになる。
　加齢に伴う心身機能の変化は、若年期よりも老年期
において個人差が大きくなることが知られており、以
下の 6 レベルに分類されている。一般的に自動車の運
転が可能な心身機能レベルはレベル １ ～ 3 と考えられ
るが、高齢ドライバーの激増により、近年ではレベル
４ の大多数の人が運転免許を保有し、さらに免許更新
を希望していると類推される。
レベル １ ：身体的エリート（シニア五輪参加者）
レベル 2 ：身体的適正（スポーツクラブ会員、強度
の農作業が可能）
レベル ３ ：身体的自立（ゴルフ、ウォーキング、活
発な屋外生活を楽しむ）
レベル ４ ：身体的虚弱（基本的生活の自立、屋内生
活が主体）
レベル ５ ：身体的依存（基本的生活の自立困難、要
介護）
レベル ６ ：身体的能力低下（寝たきり）
　そのため、交通警察行政では、先進国で唯一、70歳
以上に対して免許更新時に一律に高齢者講習を導入し、
さらに75歳以上には認知症の簡易検査を行うなど、高
齢ドライバーに対して運転能力の低下を自覚してもら
おうと努めている。世論を含めて、総じて高齢ドライ
バーを取りまく人たちは、「危ないから運転は止めてほ
しい」という意見が大勢を占めている。しかし、高齢
ドライバーは、運転を止めてしまえば、移動手段を奪
われることになり、病院へも買い物へも行けなくなる
ため、強く反発している。この背景には、わが国地域
社会の大部分が、公共交通機関の発達が不十分であり、
マイカーに依存した移動を強いられていることが関係
している。加えて、車の免許を持つことが高齢者にとっ
て自立の象徴であることも心理学的に見逃せない要因
となっている。
　こうした問題を抱えながら、地域行政当局は、高齢
者の運転断念後の生活面でのケアに関して、必ずしも
十分な対応をとっていない。それ故に打開策が大変難
しくなっている。
　運転断念を余儀なくされた人たちに対して、地域社
会の中で医療、福祉、交通の関係者が連携することに
よって病院への通院や買い物への移動手段の確保など
の生活支援が求められる。その一つに「デマンド交通
システム」があり、わが国の地方都市に、これから公
共交通機関を復活させることは極めて困難であるため、
当面の現実的選択として各自治体において現在導入が
進められている。
　これは、利用者それぞれの希望時間帯、乗降場所な
どの要望（デマンド）に応える公共交通サービスであ
り、タクシーの便利さをバス並みの料金で提供すると
ころに特徴がある。利用者はまず「情報センター」に
電話で利用希望時間帯と目的地を告げ予約を行い、ワ
ゴン車タイプの車が、乗り合う人を順に迎えに行き、
全ての人を目的地まで送っていくという交通システム
である。料金は通常２00～300円程度とまさにバス並み
である。巡回バスとの大きな違いは、予約した人の家
をそれぞれ回るため、バスのように決まった路線もな
く、停留所まで歩く必要もない。利用申し込みがない
場合は運行もしない（所，２009，２0１２）。
　デマンド交通システムは、主に過疎 ・ 高齢化が進む
地域において自治体の福祉事業（必要経費を自治体財
政から拠出）として取り組まれるケースが多いが、民
間事業と連携しながら工夫して運営している自治体も
ある。
　⑵　欧州先進諸国の場合
　一方、わが国同様にすでに高齢社会に突入し、そし
て、わが国よりも一足早く車社会を展開してきた欧州
先進諸国では、この問題にどのように対処しているか
について、私は２007年からイギリスを中心に交通関係
者からインタビュー調査を続けている（他にフランス、
ベルギー、ドイツでも実施）。現時点での調査結果を略
述すれば、欧州主要国では日本のようには大きな問題
にはなっていないことが明らかになってきた（所，
２0１１，２0１２）。
　欧州社会では、高齢者は自分自身が危険と感じたら
自主的に運転免許を手放す人が多い。すでに述べたと
おり老年期の心身機能水準は個人差が大きく、８0歳を
超えても運転継続が可能な場合もあれば、また60歳代
でも運転断念を強いられる人もある。そのため、年齢
による一律の免許制限や講習会実施などは基本的に受
け入れられないといった市民感情が欧州社会には醸成
されている。ここに欧州文化の特色が見いだせる。
　交通社会を制御しているルールは、市民全員が絶対
に守らなくてはならず、また守らない人に対しては厳
罰を持って処す態勢が、欧州社会では交通行政当局に
よってきちんと構築されていることも見逃せない。こ
れは、年齢を問わずすべての交通関係者に対して一律
に適用されるものであり、一般市民もそれをよく理解
している。
　例えばイギリスでは、市内のあちこちに監視カメラ
が設置され、駐車違反やスピード違反を厳格に監視し
ている。罰金の納付が遅れれば、延滞金がどんどん加
算されるなど、ルールを守らない人に対しては、日本
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では考えられない厳しい姿勢で臨まれている。そのた
め、交通社会に参加する最低ラインであるルールを守
れそうもなくなったと自分自身で感じたときには、静
かに身を引いていると理解される。
　さらに、欧州の地方都市の場合、一定の公共交通機
関が整備されているため、運転を断念しても、高齢者
にとってその後の生活にあまり不便が生じない。この
点は、日本の地方都市との大きな違いである。
　欧州では２0世紀後半に車社会が本格化しても、地方
都市の道路から路面電車が駆逐されることはなかった。
その理由は、公共交通機関とマイカーとの役割分担が
きちんとルール化されたからである。一方の日本は、
１970年代になると、経済性の原理だけで自動車が地方
都市の道路へ侵入していったため、経済効率に勝る自
動車のみが生き残り、路面電車や自転車が駆逐されて
しまった。そのため、量販店、病院、公共施設は、広
い駐車場を確保するために郊外への移転を余儀なくさ
れた。これによって、地方都市の中心部は空洞化して
しまった。そして、マイカーを持たなければ買い物に
も病院へも行けなくなるため、日本の高齢者は、少々
の健康上の問題が生じても運転免許を持つことに執着
せざるを得ないという負のスパイラルに陥っている。
　このように日本と欧州との文化差に基づく交通政策
の違い、および都市政策の違いを見て取ることができ
る。こうした要因が、高齢ドライバーに対して運転免
許を手放すかどうかの意志決定場面で大きな影響を及
ぼしていることは明らかである。すなわち、高齢ドラ
イバー研究に関する文化心理学的視点が存在すると言
える。
１－３．老病死観の東西比較とプロダクティブ ・エイジ
ング
　日本と欧州の高齢ドライバーに関して、心身機能が
低下した際に運転を断念できるかどうかの環境要因と
して、文化差に基づく交通政策、都市政策の違いを前
節で指摘した。そして、その底流には、東西の宗教に
基づく老病死観がより深く関わっていると考えられ、
文化心理学的な考察を開始するにあたって以下の点を
述べておきたい。
　⑴　西洋の老病死観
　西洋の老病死観は、図 3 のような形に表すことがで
きる。
　人生を数直線的にとらえ、生命の終結点となる「死」
をある １ 点と定める。言うまでもなく、死の定点より
も左側が生ある期間であり、右側が死後の世界である。
人間の生命を神から与えられた生命と考え、すべての
人間に必ず訪れる死は「自然（weather）」との闘いの
結果、その敗北によってもたらされた現象であるとす
る。
　キリスト教やユダヤ教の原型となる西洋思想全体を
総称してヘブライズムと言うことがある。ヘブライズ
ムの自然観は基本的に荒れたもの、すなわち、weather
の原義は荒れた天気、もしくは嵐とされる。そして、
神から与えられた生命を自然と闘いながら精一杯生き
ることにより、死の定点をできるだけ右側へ動かそう
としている姿が人生であると考える。これがヨーロッ
パ型の死生観である（ひろ，２00４）。
　自然と闘って勝てるはずがないことを承知で闘って
いるのが欧米人であると言える。勝てなくとも一定の
ところまでは闘い、それ以上は無理をせず老いを受け
入れるという点が重要である。ちなみに欧米女性は老
いると派手な色の服を着るが、これはまさにアンチ ・
エイジングの象徴であり、精一杯老いと闘っている姿
を表していると言える。すなわち、本気で若返りを意
図しているのではなく、老いを受け入れながら、その
過程で老年期に行うべきことを積極的に見つけ出して
いる点が評価される。なお、図 3 の老病死観は、イス
ラム文化圏を含めた西欧人全般に適用するべきである
と考えられる。
　⑵　現代日本人の老病死観
　元々の東洋的な老病死観は、図 ４ のような形に表す
ことができる。
図 ３　西洋的な老病死観（AntiAging）
生 死 死後
図 ４　東洋的な老病死観（WithAging）
水
（死）
氷
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　人生をコップの中の氷と水としてとらえる。生まれ
た直後はすべて氷であるが、徐々に氷は溶けだし臨終
のときにはすべての氷が解けて水になる。すなわち、
生から死への移り変わりは、氷から水への変化と同じ
であり、突然変わるわけではなく、徐々に変化してい
く。若さや健康といった状態は、一過性の現象に過ぎ
ず、いずれは老病死に至るというのが仏教の本来の考
え方である。すなわち、仏教思想では、元々人間の中
に老病死が存在し、それらが徐々に顕在化して死に至
るという考え方がとられている。人間の中には老病死
は存在せず、自然との闘いにおいて敗北した結果、死
に至るという西洋思想とは全く逆の関係にある（ひろ，
２00４）。
　東アジアに生まれ住んでいる日本人は、本来は仏教
思想の影響を強く受けていた。しかし、近年は様子が
変化してきている。東西文化が混在する日本では、西
欧的な死生観の影響も受けるようになり、超高齢社会
が進行している昨今、アンチ ・ エイジングがにわかに
もてはやされるようになった。西欧流のアンチ ・ エイ
ジングの考え方そのものは傾聴に値するものではある
が、多くの日本人はアンチ ・ エイジングを誤解してし
まっている。すなわち、老いを受け入れることなく、
本気でエイジングを撃退しようとしている。病気に苦
しむ老年期を回避した上で、「ピンピンコロリ」の最期
を望んでいるかに見受けられる。
　人生の終盤には、多くの人が一般的には老化と衰退
により若年期のような活動を営むことができなくなる。
そのため、そうした老年期を回避し、活力のある中年
期のままで終末期を迎えたいと願っている。これが「ピ
ンピンコロリ」の最期であり、液晶電池型人生という
ことになる。
　わが国において、運転免許を自ら手放そうとしない
高齢者が非常に多いということは、自らの老いを受け
入れることを拒み、液晶電池型人生を志向する日本人
の象徴的姿であるという見方ができる。
　⑶　エイジング概念の進化
　従来エイジングの概念は、老化と衰退というネガティ
ブなイメージとしてとらえられることが多かった。し
かし、近年では、生涯発達という視点からエイジング
を知恵と熟達といったポジティブな視点からとらえよ
うとするアプローチが増えてきた。そして、エイジン
グに対するとらえ方そのものに変化がみられ、宗教や
哲学との関わりも深まり、アンチ ・ エイジングやサク
セスフル ・ エイジングといった概念も生み出された。
　サクセスフル ・ エイジングは、「幸せな老い」と訳さ
れることもあり、虚弱で依存的な高齢者像から、老年
期の課題に自ら積極的に適応しながら、心理的に満足
することに主眼がおかれる（Havighurst,R.J.,１953;谷
口，２0１２）。確かにこのパラダイムは、超高齢社会を生
きる人々に対して大きな活力と勇気を与えるものであ
る。すでに１950年代から唱導されていた概念ではある
が、わが国社会に本格的に定着した時期は１990年代以
降である。エイジングをポジティブな視点からとらえ
ようとする点は評価できるが、これらの概念は、いず
れも個人の幸福のみを追及し、他者との共存や高齢者
の社会貢献といった概念が十分に含まれていない。そ
して、必ず訪れる死から目をそらそうとしている点は
疑問視され、老年期の生き方としては独善的な印象を
与える。
　そうした点を克服した概念が「プロダクティブ ・ エ
イジング」である。これは、高齢になっても経験等の
潜在的能力を生かして社会的労働に従事することによ
り、活動性や自立性が維持されることに注目した概念
である（Butler&Gleason,１9８5;谷口 ・ 所，２0１3）。個
人の幸福の追究のみならず、社会参加を通した社会貢
献を重視している点が特筆される。そして、決してネ
ガティブな意味としてではなく、生涯発達としての「老
いの受容」を重視しており、まさに東西の老病死観を
一体化した新たな高齢者像が構築されつつある。
　高齢ドライバーの運転断念をプロダクティブ ・ エイ
ジングとしてとらえ、エイジズム（年齢差別 ・ 偏見）
を払拭していく必要があると言える。
2 ．2１世紀異文化共生社会への転換とそれを支え
る日本の文化遺産
2－１．20３0年代以降の日本人のライフスタイル展望
　２0１0年には65歳以上人口比率は２3％であったが、
２0２5年には30％の大台を超え、２0４0年には36％に達し、
総人口も １ 億人を割り込む可能性が高いと予測されて
いる。そして、２050年には総人口9000万人、65歳以上
人口比率が４0％を超える想像を絶する超高齢社会にな
ることがほぼ確実とみられている。
　総人口が４000万人近く減少し、なおかつ高齢化率が
大きく上昇した社会の根幹を維持するために、アジア
近隣諸国から外国人労働者をかなり受け入れることが
避けられず、２050年まで毎年１0万人ずつ移民を受け入
れるべきとの大胆な提案も出されている。アジアの若
者たちにとっても日本は依然として魅力ある国であり、
日本で職を得ようとする若者たちで、近未来の日本は
むしろ活気に満ちているという楽観的な見方がある反
面、近未来はすでに魅力を失い、外国人の若者を確保
することは困難との悲観的な見方も出ている。
　アジア諸国に近い沖縄県では、２0～２４歳の失業率が
１４％（全国平均 9 ％）に達し、早くも有能な外国人（中
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国人 ・ インド人など）に職を奪われ始めている。すな
わち、アジアの近隣諸国から職を求めて沖縄県へ来訪
している若い外国人は、日本語の日常会話はもちろん
のこと、わずか半年程度で日本語の新聞が読めるまで
の高い職業能力を兼ね備えていると言われる。高齢化
率が上昇し、働き手が激減する日本国内は、近い将来、
こうした外国人によって席巻され、沖縄はまさに２0年
後の日本の縮図であると言える。
　また、警察庁は自動車教習所テキスト、および運転
免許の学科試験に関して、日本語以外に中国語、英語、
スペイン語、ポルトガル語、ハングル語などの採用を
各県警本部に通達したため、特に中国語テキストの印
刷部数が増えている。学科試験についても、中国語、
英語、ポルトガル語などで行う自治体が続々と現れて
いる。このことからも多くの外国人の若者が日本国内
で職を求めて活動していることが窺がえる。
　私がかつて在外研究を行ったイギリス ・ シェフィー
ルド市は登録市民の約１0％が外国人であり（イギリス
全体 5 ％、日本１.6％）、主な登録外国人は、インド ・
パキスタン系、中東系、アフリカ系、中国系の住民で
あった。２１世紀半ばになれば、日本もシェフィールド
のように多様性のある市民社会に変貌するように予見
される。ちなみに、シェフィールドでは、タクシード
ライバーはインド系のイギリス人によって占められて
いた。したがって、高齢化率が際立って高くなる２１世
紀半ばの日本では、高齢者に不向きとされる交通運輸
部門の職種の多くは外国人労働者に委ねられ、とりわ
けバスやタクシー、宅配便ドライバーなどは、基本的
に若い外国人ドライバー主体の職業組織になると予測
される。さらに、このまま推移すると２050年を待たず
して、日本の交通運輸の現場は、多くの外国人によっ
て席巻される可能性がある（谷口 ・ 所，２0１3）。
　看護や介護の現場についても、高齢者人口の増加に
伴い今後雇用需要はますます高まっていくが、若年労
働者の減少により十分な労働供給が見込めないため、
東南アジア系外国人が進出してくるものと思われる。
歯止めのかからない少子 ・ 高齢社会が進行する日本で
は、これまで若年労働者が担ってきた職種の多くを今
後は外国人労働者によってとって替わられることは、
もはや時間の問題になっている。
　労働市場全般の動向としては、超高齢社会へと転換
するため、医療 ・ 介護等サービス分野への需要が大幅
に高まり、女性の活躍の場は広がるが、製造業や建設
業などの男職場は減少すると見込まれている。また、
年金支給開始年齢が70歳まで引き上げられることが避
けられず、必然的に60歳代の労働参加率が大幅に高ま
る。そして、少しでも働き手を確保するために、能力
の高い若い女性を労働市場に引き留める手立てが色々
と講じられ、働き盛り女性の労働参加率が高まり、就
業構造は M 字型から台形型に近くなる。したがって、
専業主婦は減り、日本人のライフスタイルは、いよい
よ欧米先進国に近い形へと変容することになりそうで
ある。
　すでに述べたとおり、沖縄県では、有能な外国人雇
用が進んでいるために若手の日本人失業率が高まって
いる。２0２0年代に入ると日本企業は、インド、中東、
北アフリカ、東欧等からの採用が活発化し、日本の本
社は従業員トレーニングのための場になるという予測
が出ている。そして、２030年代にはグローバル企業の
人材争奪戦が激化し、国籍を問わず優秀な人材を獲得
しないと日本企業は生き残れないと言われる。
　「学生なら『日本以外で働きます』と言わないと職が
ない時代が遠からず到来する。30歳代であれば海外赴
任を積極的に申し出た方が良い。４0歳を過ぎて勤務先
企業が外国人社長となった場合、海外勤務ができない
社員は真っ先にリストラされる」という経営コンサル
タントの未来予測には真実味がある（東洋経済編集部，
２0１２）。
　以上のことから、人口減少と超高齢化に伴い、産業
社会を維持するために若い外国人労働者の導入が不可
欠となり、その結果、日本社会は異文化共生社会へと
徐々に移行するというシナリオが見いだせる。新しい
市民社会が構築されれば、日本の高齢者は自ら危険を
冒して運転をすることもなく、ある程度のところで運
転を断念することに抵抗を感じなくなると示唆される。
そして、一人暮らしの高齢者が非常に多くなることは
確実であり、それに伴い高齢者は比較的都市部で定年
退職後の人生の一時期を過ごすことになると思われる。
すでに富山市などで展開され注目を集めているコンパ
クトシティー化は、今後全国の地方都市で次々と展開
することが期待される。
　自動車交通の観点からすれば、都市部は基本的に公
共交通機関を利用した移動を原則化し、自動車での移
動は物流業者や緊急車両など大幅に制限されると良い
と思う。この際、参考になる現在の欧州の交通システ
ムがいくつかある（ロンドンのコンジェスチョンチャー
ジやフライブルグの様々な交通システム）。一方のルー
ラルな地域では、自動車交通は依然として不可欠であ
る。しかし、これまでのように無秩序に車を利用する
のではなく、カーシェアリング ・ システムへの理解や
電気自動車、さらには自動運転の技術開発などが一段
と進むであろう。
　高齢者の移動に関しては、現在少しずつ導入が進ん
でいるデマンド交通システムとは異なりそうである。
その理由は一人暮らしの高齢者が激増すると、彼らは
公共交通機関が利用できる都市部へ移動すると予想さ
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れるからである。それによって、現在大きな課題となっ
ている地方社会で暮らす高齢ドライバーの問題、すな
わち、運転免許を断念すると病院にも買い物にも行け
ないと言った難問は自然に解決する（所，２0１２，２0１3）。
　そして、都市部に高齢者が集まることにより、高齢
者同士の交流が活発化し、再婚なども今より多くなる
と予想される。これによって、「孤族化」といわれる問
題も徐々に解決の方向へ向かえば好ましい。人口減少
により地方社会での無居住化地域はさらに広がる。１990
年頃までは、男性で30歳代までに結婚し安定雇用で定
年まで働き、子どもを ２ 人程度持つ「標準家族」を構
成する人は約 9 割に上った。しかし、今後は ４ 割程度
に留まると家族社会学の専門家は予想する（東洋経済
編集部，２0１２）。
　現代の若者たちは、こうした大変革を遂げる可能性
のある２１世紀前半の日本社会を生き抜いていくことを
よく考えて自らの人生設計を組み立てていかねばなら
ない。
2－2．東西文化で異なる「共存 ・共生」の意味
　⑴　東洋文化圏の特徴
　日本、中国、韓国といった東アジア文化圏の一つの
特徴として、親、兄弟、恩師、仲間など身近な人に対
しては全面的な人間関係を構築して、密度の濃い相互
扶助を施し合うことがあげられる。個人と自分を取り
まく重要な他者（significant others）との関係をとり
わけ重視し、彼らとの間に成立する全面的な人間関係
はグアンシー（guanxi）と呼ばれ、独特な社会慣行が
形作られている。かつての日本的経営の象徴とされた
経営家族主義はその代表的産物であると言える。
　１990年代以降のグローバリズムの進行により、職場、
学校、近隣の人間関係においてグアンシーは急激に崩
壊しつつある。とりわけ都市部においてその傾向が強
いとされるが、２000年代以降、インターネット社会の
浸透により地方社会にも広まってきている。
　重要な他者との全面的な人間関係は、派閥など排他
的集団の成立にも関わるためデメリットも少なくない。
しかし、２0１１年の大震災時には、地元での「共助」あ
るいは「絆」として大変注目されている。イギリスの
著名な日本研究者であるドーア（Dore,R.,２00２）は、
東アジア諸国に根強く残るこうした文化を儒教文化の
影響としてとらえ、グローバリズムに席巻されること
なく、存続させる努力をしていくべきであると主張す
る。
　⑵　キリスト教の博愛主義の特徴
　多くの人に広く薄く愛を施すキリスト教の博愛主義
の精神が、交通行動場面に現れている。運転の基本は
愛他精神であるという考え方がイギリスには伝統的に
存在し、一時停止の標識は「とまれ（Stop）」ではな
く、「相手に道を譲れ（Give Way）」と標示されてい
る。交通行動としては、日英とも一旦止まるという点
では同じであるが、相手に道を譲るために自分が止ま
るということを意味する“Give Way の標識”は、安
全運転に最も必要なことは他人への配慮であることを
強く訴えている。
　“GiveWay”の心は、イギリス交通における小さな
対人関係場面にも現れる。例えば、朝夕の道路混雑時
に路地から本線に合流したいような場合、日本では合
流することは極めて難しい。なぜならば、本線を通行
するドライバーに“GiveWay”の心をもつ人がほとん
どいないからである。しかし、イギリスでは合流する
ことがそれほど難しくはない。にこやかに手招きし間
に入れてくれることがしばしばある。さらに路地から
本線の反対車線に合流したい場合でも、イギリスのド
ライバーは合流させてくれることが珍しくない。日本
ではほぼ不可能とも言える合流が、イギリスで可能で
あるのは、まさに“GiveWay”の心があるか否かに尽
きる。日本のドライバーは“Give Way”ではなく、
“Givemetheway”（私に道を譲れ）で走行している
人が大半であるように思える。
　ちなみに、２0１１年に英国日本通運㈱で実施したイン
タビュー調査では、日本人現地駐在社員は「イギリス
人社員が遅刻の理由として『出勤途中に相手に道を譲っ
ていたから』と平気で言う」ことに驚きを隠さず、「日
英の文化差を強く感じている」と話してくれた。
　また、大学図書館のドア開閉の際に、自分に続く人
があればドアを押さえてその人に対して配慮を施すと
いう行動がイギリス人学生には徹底している。後に続
く人が見ず知らずの人であっても、こうした行動が自
然に行われている。そして、親切を受けた人と施した
図 ５　“GiveWay”の交通標識（イギリス）
 〈筆者撮影〉
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人との間に“Thankyou”“Welcome”という短い会話
が微笑みを交えながら交わされる。これは、ささやか
な“GiveWay”の心がもたらした、すばらしい交流の
瞬間と言える。これに対して、我々日本人や中国人の
場合には、自分の親しい友人が後に続く場合のみ、こ
うした行動がとられることがあるが、通常はほとんど
見られない（所，２007）。
　イギリス社会に広く浸透する“GiveWay”の心は、
いずれも匿名的事態での行動であることを強調したい。
匿名的事態では自分を飾る必要はないため、その人の
もつ本来の姿が現れやすく、そうした事態でも多くの
イギリス人に“GiveWay”の心に基づく行動が見られ
ることは注目される。イギリス人の多くが“GiveWay”
の心をもって他人に接していることは、イギリス交通
社会、さらには一般社会に対して良い効果がもたらさ
れていると考えられる。
　かつての大英帝国としての複雑な歴史を引きずり、
多民族 ・ 多人種が共存するイギリス社会では、多くの
人に広く薄く愛を施す“GiveWay”の心は、異文化共
生社会に適した優れた社会観と言える。一方、重要な
他者と全面的な人間関係を構築し、仲間と非仲間をはっ
きりと区別する日本人や中国人にみられる社会観は、
異文化共生社会に適したものとは言えない。しかし、
イギリス社会には、厳格な個人主義（Rigidindividual-
ism）も併せて存在し、階級社会が残存していること
も見逃してはならない（所，２0１１，２0１２）。
2－３．江戸期に存在したイギリス交通“GiveWay”
の心
　現代の日本社会ではあまり感じられない“GiveWay”
の心が、明治時代以前において、すなわち西欧文明が
日本に本格的に紹介される以前に、局所的ながら日本
社会に芽生えていたことに注目したい。いわゆる「江
戸しぐさ」と呼ばれるもあり、これは“GiveWay”の
心の日本版ともいえる。
　江戸しぐさ語りべの会を主宰する越川氏によれば、
江戸しぐさの一つである「こぶし腰浮かせ」とは、乗
合の船などで後から乗り込んできた人のために、皆が
こぶし一つ分ほど腰を浮かせて詰め、席を譲ろうとい
うものである。乗合の船は当時の代表的な公共交通機
関であった。また、「うかつあやまり」は、人混みの中
で足を踏んだ方だけでなく、踏まれた方も「こちらこ
そうっかりして」と謝ることをいう。ちなみに江戸し
ぐさの形は１000ぐらいあると言われる（越川，２006，
２007）。
　１８世紀初頭、江戸幕府は大阪方面から多くの商人を
江戸に呼び寄せる政策をとったため、総人口のおよそ
50％を占めていた商人たちの居住地域であった江戸下
町の人口密度は、現代の東京よりもはるかに過密であっ
たとされる。当時の江戸の市街地は現在ほど拡大して
おらず、武家屋敷に多くの面積を割かれていたこと、
また当時は高層住宅がなかったことからも、地方から
江戸へ出てきた商人たちはひしめき合って生活してい
たことが窺がえる。
　同じ日本人とはいえ、文化的背景の異なる多種多様
な人達が全国から集まって形成された町が江戸であっ
た。いわゆる「異文化共生」であり、それを江戸しぐ
さという心構えを通して図っていたと言える。皆が共
倒れしないために、良好な人間関係を築くためのノウ
ハウとして、当時の人たちが江戸しぐさを紡ぎだした。
江戸では、就職でも結婚でも、しぐさで選べば失敗が
少ないと言われた。
　その後、東京地域社会の形成により徐々に江戸しぐ
さは薄れていった。しかし、２１世紀中頃の日本は、多
くの若い外国人労働者と共存しながら社会形成が行わ
れることが有力視されている。すなわち、近未来の日
本は、１８世紀初頭の江戸の町と似た「異文化共生社会」
へと変貌していくことになる。それ故に、異文化共生
の際には、“GiveWay”の心の日本版であり、今やわ
が国の貴重な文化遺産の一つになっている江戸しぐさ
を復活させて、日本各地域に浸透させていくことが重
要であると言える。
３ ．本研究のフィロソフィー
３－１．社会的課題解決の研究姿勢とケアロジー
　応用心理学の一分野とされる交通心理学は、交通事
故対策への貢献を最大のリサーチ ・ クェスチョンとし
て、これまで研究活動が展開されてきた。こうした社
会的課題の解決を目指した研究姿勢は今後も継続され
るべきであるが、時代の変遷とともに社会的課題が少
しずつ変化していることに研究者は気づく必要がある。
すなわち、２１世紀のクルマ社会は根本的な見直しを迫
られており、車を運転する人々の安全管理ばかりでは
なく、車を運転しない人、さらには車の運転を断念し
た人々のためのモビリティーシステムの検討も交通心
理学研究の守備範囲に含まれてきている。
　本来広がりをもっているはずである交通社会での人
間行動を、自動車事故に関わるヒューマンファクター
ズに限定してとらえ、しかもそれを現場のリアリティー
から離れた心理学的統制実験によって導き出そうとす
るアプローチに限界と違和感を感ぜざるを得ない。日
常生活における交通参加者は、マイクロワールドな実
験室状況での人間行動とは質的に明らかに異なる。そ
れを克服するためには、複数の学問の連携（異知の融
合）が不可欠であり、その指摘はかなり以前からなさ
 63
所：交通文化心理学の萌芽
れているが、必ずしも十分な連携が進んでいない。
　学際的連携は、立正大学が研究ビジョンとして掲げ
る「ケアロジー」（care-logy）と相通ずるものがある。
ケアロジーとは、個々の要素を分析するだけでなく、
「関係性」に着目し、その関係性を修復（ケア）できる
よう学際的 ・ 複眼的なアプローチを行うというもので
ある。そして、異知の融合を図り、新たなコンセプト
やアプローチを社会に提供 ・ 還元していくことを目標
としている（立正大学ホームページ，２0１3）。社会的課
題解決の研究姿勢としては、とりわけケアロジーの研
究姿勢が重要になると言える。
　本研究では、交通心理学分野においても、文化心理
学的なアプローチが必要であることを示唆した。こう
したアプローチは、従来になかった新しい視点である
と認識している。
３－2．研究方法論としての「アクションリサーチ」の
重要性
　社会的課題を解決する研究を志向する以上、アクショ
ンリサーチをこの分野の中核的方法論に据えることが
今後の課題になる。
　すでに２0世紀前半においてクルト・レヴィン（Lewin,
K.）らは、複雑な現実社会の出来事を理解するために
は、管理された実験室状況での研究に限界を感じ、出
来事が生起している「場」全体をシステムとしてとら
えることの重要性を指摘した。そして、現実課題の解
決を意図したアクションリサーチは、変革の研究でも
あるため、その研究者は変革の実践者でもあると主張
した。
　教育学や看護学においては、アクションリサーチが
研究方法論としてすでに定着しているが、交通心理学
分野では極めて不十分な状況にある。アクションリサー
チは２１世紀の交通社会の問題解決のための有効な研究
方法になり得ると言える。以下に例を示したい。
　２１世紀前半の交通システム変革や自動運転技術の進
歩により、交通が介在する人間行動には大きな変化が
予見される。すなわち、２0世紀型の交通心理学とは異
なる新たな研究テーマが次々に出現すると考えられ、
研究者にはパラダイムシフトが求められる。例えば、
次のような新テーマが考えられる。
　コンパクトシティー化が進み、公共交通機関が整備
された中核都市への高齢者の移住が促進すれば、脱ク
ルマ社会が進み、自ずと高齢ドライバー問題は縮小す
ることになる。一方、地方都市での公共交通機関と自
動車との適切な役割分担などについて、心理学の側面
からの調査研究が展開されると思われる。
　また、２0２0年代の実用化を目標として急激に研究開
発が進んでいる自動運転であるが、実用化後には現在
では全く想定外の新たな問題が十分に起こり得る。特
に人工知能によって動く自動車そのものが、外部から
誘導操作されることによって目的地とは異なる場所へ
導かれ、犯罪につながることなどは最も警戒を要する。
従来経験されなかった交通事故が起こる可能性も想定
しておく必要がある。「交通は社会の縮図」であるた
め、交通の変革は社会の変革とリンクしており、根底
においては文化が深く関わっている。
　いずれもアクションリサーチが有効な研究方法にな
ると示唆される。
３－３．国際社会への日本から発信することの重要性
　近年は、自らの研究成果を国際社会（学会や学術誌
など）へ英語で報告する日本人研究者数が増えてきて
おり、大変好ましい傾向と言える。かつては、多数の
英文論文を引用して日本語で論文を仕上げるという方
法が日本人研究者の一般的スタイルであったことを考
えると大きな変化と言える。しかし、「自分は日本の問
題を研究テーマとして取り扱っているため、国際社会
へ発表する意義はあまりない」と考え、依然としてド
メスティックな活動を行っている研究者も少なくない。
これは大きな間違いであると指摘したい。
　２１世紀は言うまでもなくグローバルな時代であり、
地球規模での人の異動が今後ますます活発になる。そ
のため、各地域特性が反映された研究に対しては、国
際的な関心は高まり、むしろ希少価値さえあると言え
る。
　高齢者問題に関して言えば、２0世紀の研究者の関心
は、主に欧州に向けられていたと言えるが、２１世紀は
人口規模的に見てもアジアの高齢者問題が重要になる
ことは明らかである。そして、アプローチの方法とし
ても、日常生活の視点を重視した文化心理学的研究の
重要性は高く、国際社会に対して発信していく意義は
十分に見いだせる。
　学術的な国際貢献と自らの成長発展のために国際社
会へ日本から発信していくことは重要である。日本人
研究者にとって、英語の壁は依然として高く厚いが、
乗り越えていく必要があると言える。
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